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（１）事業概要

 単年度のみ

単年度繰返

（ 22 年度～）

期間限定複数年度

（ 年度  ～ 年度）

(３) 事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標
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③開始したきっかけ
　（いつ頃どんな経緯で開始されたのか？）

25年度
（計画）

1

229,000

332

単位
（決算） （決算） （決算）

22年度21年度 23年度

③この事務事業に対して関係者
　（市民、議会、事業対象者、利害関係者等）から
　どんな意見や要望が寄せられているか？

全体
計画（計画）

24年度21年度 22年度 23年度

平成 事務事業マネジメントシート 23 年度事後評価・決算

千円

千円

千円

19,443

事
業
費

県支出金
国庫支出金

地方債

6 1

固定資産評価替事業

１　現状把握の部　

昭和30年より、地方税法の改正

24

76,257

（目標）(実績)

332

24年度

228,528

98.0

(実績) （目標）

98.0

228,977評価土地数

評価方式を統一する

方式

③ 意図（対象がどのような状態になるのか）

6

97.9％

土地の評価額

⑥ 対象指標

　雲南市の土地の評価については、平成16年11月の合併以来、旧6町村
間の不均衡を是正する目的から、税率の統一及び固定資産評価基準に
基づき評価の統一を図ってきているところであるが、旧6町村の評価方法
に独自性があり、また評価システムも統一が図られていないことから、2度
の評価替えを経過した現段階でも評価の統一が図られていない状況であ
る。
　しかし、全国的には固定資産の評価方法統一に向けた動きが急速に広
がってきており、評価方法の統一については、租税の「公平性」の観点か
らも早急に対応すべき時期に来ている。

　これまで、平成20年度において旧6町村の税率を統一、
平成21年度に路線価方式の統一を図った。また基幹系税
システムについては、随時改良・改修を行ってきている
が、法定事務である賦課について、自主財源の安定的確
保、税負担の均衡、適正な評価・賦課により税への信頼確
保及び事務の効率化、事務処理の負担軽減を更に進め
るためにも、評価方法及び評価システムの統一は必須で
ある。
　よって、平成24年度評価替えを契機に、本事業に取り組
むことにした。

評価の均衡、特に宅地評価精度の更なる向上及
び税負担の均衡と適正な賦課

98.098.0

②この事務事業に関する
　これまでの改革改善の取り組み経緯

⑧上位成果指標

6 1

① 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は
どう変化しているか？開始時期あるいは５年前と比べ
てどう変わったのか？

上
位
目
的
（４）事務事業の環境変化、住民意見等

414

指標名
単位

市税徴収率

⑦ 成果指標

土地の評価方式

② 対象（誰、何を対象にしているのか）
（目標）

25年度 最終

1

228,904 229,000229,000

6

手
段

目
的

市の財政を健全に運営する

(実績)

④ 結果(どんな上位目的に結び付けるのか)

評価替え業務支援、公開用図面作成、土地評価管理システム構築、
ホストデータ連携、事務取扱要領作成業務、標準宅地時点修正、ゴ
ルフ場鑑定評価

筆

97.7

単位
(実績)
21年度

414

人件費計  (B)

トータルコスト(A)＋(B)

⑤ 活動指標

地点 414

人
件
費

標準宅地数

財
源
内
訳

人

時間

千円

その他
一般財源

事業費計  （A）
千円

① 主な活動

9
10,000

正規職員従事人数

0

指標名

25,000

0

9

19,440

0 19,44356,817

7,000
0

332

56,817

039,420

（目標）

0

5,000
7

25,000

（目標）

58,863 0 25,000

25年度24年度23年度 最終

②事業の内容（期間限定複数年度事業は全体像を記述）

事務事業名 固定資産評価替事業

①事業期間

予算
科目

所属部

総
合
計
画
体
系

政策名 所属G〈Ⅵ〉推進計画・地域経営によるまちづくりの推進

①事業費の内訳（概要）

②延べ業務時間の内訳（業務の流れ等）

　地方税法に基づき、3年ごとに評価替えを行う。
　現在の固定資産税評価は、旧6町村の評価を基に6とおりの入力方法・評価計算をしている。よっ
て、評価精度及び事務効率の向上をめざすため、平成24年度評価替えに向けて、評価方法・電算
入力・評価計算等の統一を図り、新たな固定資産税システムを構築、不動産鑑定士による標準宅地
の鑑定評価、市内全体の状況類似区分及び標準宅地の位置の見直し、また、宅地以外は、現況地
目の認定と見直しを実施。

延べ業務時間

千円

千円

24年度計画（24年度に計画している主な活動）

23年度実績（23年度に行った主な活動）

総事業費　19,443千円（H22年度繰越事業）
①土地評価替業務委託　8,054千円
②航空写真撮影　11,025千円
③時点修正業務委託　264千円
④需用費　100千円

税務課

課長名固定資産税G 奥井健次

所属課市民環境部

0854-40-1034
（内線）

項

電話番号杉原孝治、永瀬浩二、
荒木公栄

目款 中事業会計

施策名

基本事業名

（２）トータルコスト

その他評価方式統一、路線価方式評価区域の追加、ゴルフ場評価の見直し、雑種地評
価統一、電算システム設計協議、システム設計等

千円

担当者名

〈119〉財源確保

〈40〉財政の健全化

22年度
（目標）(実績) (実績)
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２　評価の部（SEE）＊原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 結びついている ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 妥当である ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 適切である ⇒【理由】

 向上余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 向上余地がない ⇒【理由】

 影響無 ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 影響有 ⇒【その内容】

 他に手段がある （具体的な手段，事務事業）

 統廃合・連携ができる ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 統廃合・連携ができない ⇒【理由】

 他に手段がない ⇒【理由】
 削減余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映
 削減余地がない ⇒【理由】

 削減余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映

 削減余地がない ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】 ⇒３ 今後の方向性・改革改善に反映

 公平・公正である ⇒【理由】

３　評価結果の総括と今後の方向性（次年度計画と予算への反映）(PLAN)
(1) １次評価者としての評価結果 (2) 全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 適切 見直し余地あり

② 有効性 適切 見直し余地あり

③ 効率性 適切 見直し余地あり

④ 公平性 適切 見直し余地あり

(3) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可
廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携

事業のやり方改善（有効性改善）　 事業のやり方改善（効率性改善）　

事業のやり方改善（公平性改善）　 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(5) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策
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法定事務である

目
的
妥
当
性
評
価 ③ 対象・意図の妥当性

対象を限定・追加すべきか？意図を
限定・拡充すべきか？ 法定事務である

② 公共関与の妥当性

なぜこの事業を市（町）が行わなけ
ればならないのか？税金を投入し
て、達成する目的か？

所属課 税務課

自主財源の安定的確保に貢献

①政策体系との整合性

この事務事業の目的は市（町）の政
策体系に結びつくか？意図すること
が結果に結びついているか？

事務事業名 固定資産評価替事業 所属部 市民環境部

有
効
性
評
価

精度・水準はあがっても税収増には必ずしも結びつかない。

⑤ 廃止・休止の成果への影響

事務事業を廃止・休止した場合の影
響の有無とその内容は？

適正な課税ができなくなり安定的な財源確保ができなくなる。

目的を達成するには，この事務事業
以外他に方法はないか？類似事業
との統廃合ができるか？類似事業と
の連携を図ることにより、成果の向
上が期待できるか？

成果を向上させる余地はあるか？
成果の現状水準とあるべき水準との
差異はないか？何が原因で成果向
上が期待できないのか？

⑥ 類似事業との統廃合・連携の
可能性

④ 成果の向上余地

効
率
性
評
価

⑦ 事業費の削減余地

成果を下げずに事業費を削減でき
ないか？（仕様や工法の適正化、住
民の協力など）

現在の人員体制では必要最小限のことしか行えない。

⑧ 人件費（延べ業務時間）の削
減余地

やり方の工夫で延べ業務時間を削
減可能か？成果を下げずに正職員
以外や委託でできないか？

公正な土地評価を行う上で最も重要なのが、雲南市全域を同じ視点で評価できる経験である。土地評価に
携わる職員を長期間配置することにより、時間外の削減には繋がる。

公
平
性
評
価

⑨ 受益機会・費用負担の適正
化余地

事業内容が一部の受益者に偏って
いて不公平ではないか？受益者負
担が公平･公正か？

評価替えごとに公平公正さが増すことになる。

税務事務は、大量処理事務の典型であり、事務事業の改善は、電算システムの改善が大きな比
重を占める。
平成24年度評価替えに向け計画的な事務事業の実施に努めてきたが、通常業務に加え基幹
系システムのリプレースも重なり、相当数の時間外勤務を必要とした。

(4) 改革・改善による期待成果

●

課税の基礎であり、独立した事務なのでなくすことはできない。

（廃止・休止の場合は記入不要）

コスト
削減 維持 増加

成
果

向
上

基幹系システムでは評価補正項目の管理が出来ていないため、今回構築した土地評価管理システムの適正な運用が必要である。
航空写真などGIS関連の資料整備。
固定資産土地評価について経験豊富な職員を配置する。

引き続き地価動向を注視し、適正な土地評価に努める。

維
持 ×

低
下 × ×
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